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要旨 
 

住宅の品質確保の促進等に関する法律（品確法）が施行されたことにより，住宅を建てる

際にはより一層責任が求められ，安全性を確保するために表層を地盤改良する機会が増加

している。特に，軟弱地盤が広がる土地では，住宅を建てる際に地盤改良を行うケースが多

く見受けられる。青森県では八戸市・三沢市・六ケ所村周辺に火山灰台地が広がっており，

このような場所でも地盤改良が行われている。地盤改良の種類としては，1m～2m の比較

的浅い範囲を硬くする表層改良や，8m 程度までを複数の柱で支持する柱状改良などがある。

建設される住宅の大きさや軟弱地盤の深さによって行われる地盤改良の種類は異なるが，

一般的な住宅を建てる際にはコストが安価である表層改良が行われている。しかし，軟弱地

盤を改良した際には表層地盤が硬くなり，改良地盤直下の地盤において剛性低下が生じ，せ

ん断ひずみが増大すると予想される。 

そこで，本研究では，せん断ひずみ，地表の水平動加速度と上下動加速度がどのように変

化するかを検討した。特に，非線形性は入力振幅に変化するので，入力振幅を変化させて検

討した。応答は地盤や入力地震動によっても異なるため，複数のケースで等価線形 FEM 解

析を行う。使用した入力地震動は，1978 年宮城県沖地震(開北橋周辺)・2003 年十勝沖地震

(清水道路維持出張所)・1995 年兵庫県南部地震(神戸海洋気象台)・2011 年東北地方太平洋

沖地震(K-NET 牡鹿)・2003 年十勝沖地震(K-NET 襟裳岬)・1940 年インペリアルバレー地

震(エルセントロ)の 6 種類である。また，地下構造は，K-NET 三沢・八戸工業大学・階上

町役場・上北変電所・南八戸変電所・JMA 八戸の 6 種類である。 

計算の結果，改良体直下のせん断ひずみに関しては，改良することで 1.2～1.3 倍程度大

きくなった。地盤改良することによる地盤の剛性は低下するがそれほど大きな変化ではな

いことが判った。これにともない，水平動加速度に関しては改良前と改良後でほぼ同様の値

を示しており，剛性低下による影響はあまり見られなかった。 

 しかしながら，改良体の端部に上下動加速度が生じることが判った。解析地点、入力振幅

によらず水平動加速度 1～2％程度の上下動加速度が生じており，比較的大きな回転動が発

生する結果となった。 

 今回検討したモデルは住宅を考慮しない改良体のみでの解析であるため，より現実的に

検討するには，今後は住宅の振動応答を考慮した解析が必要となってくる。 
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第1章 はじめに 

1.1. 研究背景 
 住宅の品質確保の促進等に関する法律（品確法）が施行されたことにより，住宅を建てる

際には施工業者により一層の責任が求められ，施工業者のリスクを回避することから表層

を地盤改良する機会が増加している。特に，軟弱地盤が広がる土地では，住宅を建てる際に

地盤改良を行うケースが多く見受けられる。図 1.1.1 に青森県における微地形区分 1)を示す。

青森県では八戸市・三沢市・六ケ所村周辺に火山灰台地が広がっており，このような場所で

も地盤改良が行われている。 

地盤改良の種類としては，1m～2m の比較的浅い範囲を硬くする表層改良や，8m 程度ま

でを複数の柱で支持する柱状改良などがある。建設される住宅の大きさや軟弱地盤の深さ

によって行われる地盤改良の種類は異なるが，一般的な住宅を建てる際にはコストが安価

である表層改良が行われている。しかし，地盤改良をした場合には有限の範囲で地盤の性質

が変化するため、地震の際には改良されていない地盤とは異なる応答となると考えられる。 

 

 

図 1.1.1 青森県における微地形区分 

J-SHIS 表層地盤-微地形区分 https://www.j-shis.bosai.go.jp/labs/wm2020/ 
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1.2. 研究概要 
 本研究では，軟弱地盤の表層を改良した際にどのような応答となるのかを把握すること

を目的とする。応答は地盤や入力地震動，入力振幅レベルによって異なることが予想され，

それぞれの特徴を把握するためには複数の地盤や入力地震動での検討が必要である。本検

討では，先行研究 2)と同様の地下構造・入力地震動で解析を行う。地震動の入力振幅レベル

に関しても同様の範囲で行うため，地震動の入力振幅レベルは最大速度で基準化し，

0.01cm/s～50cm/s の間で 10 段階(0.01，0.1，1.0，2.0，4.0，8.0，12.5，25，50)で解析を

行う。 
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第2章 用いるデータ 

2.1. 地震動 
 先行研究で稲葉氏が検討した地震動 3)を同様に用いる。表 2.1 に使用した入力地震動を示

す。道路橋示方書の入力地震動 4)はⅠ種地盤のものが用いられている。地震動レベルが３種

類あり，レベル１地震動は橋の設計供用期間中にしばしば発生する地震動であり，レベル２

地震動は橋の設計供用期間中に発生することは極めて稀であるが，一度生じると橋に多大

な影響を及ぼすと考えられる地震動である。さらに，レベル 2 地震動のうち，プレート境界

型地震はタイプⅠ，内陸直下型地震をはタイプⅡと分類されている。道路橋示方書の入力地

震動は，道路橋の設計用に，既往の強震記録を標準加速度応答スペクトルに近似した特性を

持つように調整が行われている 5)。 

 観測波は硬質地盤の記録から選出されたものであり，エルセントロで観測された波形は

日本建築センター6)，その他は防災科研 7)から入手された加速度波形である。 

 以下に鹿島俊英氏作成のフリーソフトウェアViewWave8)を用いて作成された加速度波形，

速度波形，加速度応答スペクトル(h=5%)を記す。 

 

 

 

表 2.1 入力地震動 
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1) 宮城県沖地震(開北橋周辺) 

 宮城県沖地震は，1978 年(昭和 53 年)6 月 12 日 17 時 14 分 25 秒に発生した地震であ

る。図 2.1.1 に，道路橋示方書のレベル 1 地震動(宮城県沖地震の際の開北橋周辺記録を調

整したもの)の加速度波形，それを積分して求められた速度波形と，加速度応答スペクトル

を示す。最大加速度は 102.4 ㎝/s2，最大速度は 21.97 ㎝/s である。 

 

 

 

図 2.1.1 宮城県沖地震(上:加速度波形，中:速度波形，下:加速度応答スペクトル) 
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2) 十勝沖地震(清水道路維持出張所) 

十勝沖地震は，2003 年(平成 15 年)9 月 26 日 4 時 50 分 7 秒に発生した地震である。図

2.1.2 に，道路橋示方書のレベル 2 タイプⅠ地震動(十勝沖地震の際の清水道路維持出張所

構内記録を調整したもの)の加速度波形，それを積分して求められた速度波形と，加速度応

答スペクトルを示す。最大加速度は 537.8 ㎝/s2，最大速度は 84.62 ㎝/s である。 

 

 

 
図 2.1.2 十勝沖地震(清水)(上:加速度波形，中:速度波形，下:加速度応答スペクトル) 
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3) 兵庫県南部地震(神戸海洋気象台) 

 兵庫県南部地震は，1995 年(平成 7 年)1 月 17 日 5 時 46 分 52 秒に発生した地震であ

る。図 2.1.3 に，道路橋示方書のレベル 2 タイプⅡ地震動(兵庫県南部地震の際の神戸海洋

気象台記録を調整したもの)の加速度波形，それを積分して求められた速度波形と，加速度

応答スペクトルを示す。最大加速度は 812.3 ㎝/s2，最大速度は 70.71 ㎝/s である。 

 

 

 
図 2.1.3 兵庫県南部地震(上:加速度波形，中:速度波形，下:加速度応答スペクトル) 
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4) 東北地方太平洋沖地震(K-NET 牡鹿) 

東北地方太平洋沖地震は，2011 年(平成 23 年)3 月 11 日 14 時 46 分 18 秒に発生した地

震である。図 2.1.4 に，K-NET 牡鹿における東北地方太平洋沖地震の加速度波形，それを

積分して求められた速度波形と，加速度応答スペクトルを示す。最大加速度は 921 ㎝/s2，

最大速度は 17.39 ㎝/s である。 

 

 

 
図 2.1.4 東北地方太平洋沖地震(上:加速度波形，中:速度波形，下:加速度応答スペクトル) 
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5) 十勝沖地震(K-NET 襟裳岬) 

地震の概要は 2)十勝沖地震と同様である。図 2.1.5 に，K-NET 襟裳岬における十勝沖地

震の加速度波形，速度波形と加速度応答スペクトルを示す。最大加速度は 143 ㎝/s2，最大

速度は 15.82 ㎝/s である。 

 

 

 

図 2.1.5 十勝沖地震(襟裳岬)(上:加速度波形，中:速度波形，下:加速度応答スペクトル) 
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6) インペリアルバレー地震(エルセントロ) 

インペリアルバレー地震は，1940 年 5 月 18 日 20 時 36 分 40 秒に発生した地震である

図 2.1.6 にエルセントロ波の加速度波形，速度波形と加速度応答スペクトルを示す。最大

加速度は 341.7 ㎝/s2，最大速度は 34.79 ㎝/s である。 

 

 

 
図 2.1.6 インペリアルバレー地震(上:加速度波形,中:速度波形,下:加速度応答スペクトル) 
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2.2. 地下構造 
2.2.1. 対象地点と地下構造 

 先行研究で稲葉氏が検討した地下構造 9)を同様に用いる。解析に使用された対象地点は，

S 波速度構造が既知である K-NET 三沢(AOM011)7)，八戸工業大学 10)，階上町役場 11)，上

北変電所 12)，南八戸変電所 12)，JMA 八戸 13)である。図 2.2.1 に対象地点の位置を示す。対

象地点は火山灰台地上にあり，工学的基盤面と呼ばれる S 波速度が 400m/s～700m/s 程度

の層はいずれの地点でも 20m 程度までには存在している。図 2.2.2～2.2.7 に対象地点の柱

状図を示す。層厚と S 波速度は文献から入手されており，密度について記載がない場合に

は土質から推定されている。 

但し，今回の検討では P 波速度も必要になる。P 波速度が文献に記載されていない場合

には，その地点の地下水位をもとに、地下水位以浅では周辺の公表値のポアソン比を基に S

波速度から推定している。このようにして求めた P 波速度も各図に示してある。 

 

 

図 2.2.1 対象地点(先行研究 9)より引用) 
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① K-NET 三沢(AOM011) 

 この地点の地下構造を図 2.2.2 に示す。地盤構成は表層から厚さ 8m の火山灰層，8m 以

深は砂層となっている。表層では Vp:200m/s，Vs:130m/s である。また，基盤面では

Vp:1600m/s，Vs:420m/s である。P 波速度や S 波速度，密度はいずれも K-NET による公

表値である。 

 

 

図 2.2.2 K-NET 三沢(AOM011)(先行研究 9)より引用，一部改変) 
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② 八戸工業大学 

この地点の地下構造を図 2.2.3 に示す。地盤構成は表層から厚さ 12m の火山灰層，厚さ

3m の砂層，15m 以深は粘板岩層となっている。表層では Vp:160m/s，Vs:70m/s である。

また，基盤面では Vp:1600m/s，Vs:700m/s である。P 波速度や S 波速度は文献 10)で求めら

れた PS 検層結果を使用している。密度は文献 10)に記載がなかったため，土質から適切な値

が推定されている。 

 

 

図 2.2.3 八戸工業大学(先行研究 9)より引用，一部改変) 
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③ 階上町役場 

 この地点の地下構造を図 2.2.4 に示す。地盤構成は表層から厚さ 4m の火山灰層，厚さ 8m

のシルト層，厚さ 2ｍの粘土層，厚さ２ｍの砂礫層，16ｍ以深は凝灰質砂層となっている。

表層では Vp:1007m/s，Vs:141m/s である。また，基盤面では Vp:1900m/s，Vs:401m/s で

ある。S 波速度は微動アレー探査による推定 11)から作成されている。P 波速度は微動アレー

探査の際にポアソン比を 0.49 と仮定したことから，その値を用いている。密度は文献 11)に

記載がなかったため，土質から適切な値が推定されている。 

 

 

図 2.2.4 階上町役場(先行研究 9)より引用，一部改変) 
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④ 上北変電所 

 この地点の地下構造を図 2.2.5 に示す。地盤構成は表層から厚さ 7.5m の火山灰層，厚さ

3m の細砂層，厚さ 5.5ｍのシルト層，厚さ 4ｍの砂礫層，厚さ 3ｍの砂層，23ｍ以深は砂礫

層となっている。表層では Vp:324m/s，Vs:155.5m/s である。また，基盤面では Vp:2100m/s，

Vs:700m/s である。基盤層の S 波速度は文献 12)に記載が無かったが，同文献では八戸工業

大学の地盤モデルを用いて地盤増幅率の計算を行ったとの記述があるため，八戸工業大学

と同様の 700m/s とされている。P 波速度は周辺地盤のポアソン比を用いて S 波速度から推

定している。密度は文献 12)による公表値が用いられている。 

 

 

図 2.2.5 上北変電所(先行研究 9)より引用，一部改変) 
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⑤ 南八戸変電所 

この地点の地下構造を図 2.2.6 に示す。地盤構成は表層から厚さ 1m の火山灰層，厚さ

12.5m のシルト層，厚さ 4ｍのシルト質砂層， 17.5ｍ以深は細角礫凝灰岩層となっている。

表層では Vp:300m/s，Vs:144.1m/s である。また，基盤面では Vp:2100m/s，Vs:700m/s で

ある。上北変電所と同様に文献 12)に基づき，基盤層の S 波速度は 700m/s とされている。P

波速度は周辺地盤のポアソン比を用いて S 波速度から推定している。密度は文献 12)による

公表値が用いられている。 

 

 

図 2.2.6 南八戸変電所(先行研究 9)より引用，一部改変) 
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⑥ JMA 八戸 

この地点の地下構造を図 2.2.7 に示す。地盤構成は表層から厚さ 1.5m の火山灰層，厚

さ 8ｍのローム層， 9.5m 以深は凝灰岩層となっている。表層では Vp:250m/s，

Vs:120m/s である。また，基盤面では Vp:2100m/s，Vs:700m/s である。S 波速度は文献

13)でのアレー微動探査の結果と柱状図を基に作成されている。P 波速度は周辺地盤のポア

ソン比を用いて S 波速度から推定している。密度は文献 13)による公表値を用いている。 

 

 

図 2.2.7 JMA 八戸(先行研究 9)より引用，一部改変) 
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2.2.2. 対象地点の線形時の増幅特性 

地下構造ごとの線形時の S 波，P 波それぞれの増幅特性(各層の減衰定数は 0.02)を図

2.2.8，図 2.2.9 に示す。横軸が振動数(Hz)，縦軸が増幅倍率である。S 波は 20Hz までの

間で複数回のピークがあるが，P 波は 20Hz までの間でのピークが 1 回程度であった。ま

た，本節以降で本論文中の図やグラフに示す地震動および地下構造の名称は以下のように

決定する。 

 

 
 

  

kaihokubashi: 1978宮城県沖地震（開北橋周辺） MSW: K-NET三沢

shimizu: 2003十勝沖地震（清水道路維持出張所） HIT: 八戸工業大学

kobe: 1995兵庫県南部地震（神戸海洋気象台） HSKM: 階上町役場

oshika: 2011東北地方太平洋沖地震（K-NET牡鹿） KKSB: 上北変電所

erimo: 2003十勝沖地震（K-NET襟裳岬） MHSB: 南八戸変電所

el_centro: 1940インペリアルバレー地震（エルセントロ） JMAH: JMA八戸

地震動 地下構造
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図 2.2.8 S 波における線形時の増幅特性 

 

 

図 2.2.9 P 波における線形時の増幅特性 
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2.2.3. 剛性低下曲線 

先行研究で稲葉氏が用いた剛性低下曲線 14)を使用する。先行研究では，県南地域の台地

上の火山砕屑物は，JMA 八戸に堆積したものと同様と考え，火山灰質粘性土や凝灰岩層，

火山灰由来と考えられるシルト質およびローム質の層は岩手ロームの剛性低下曲線が用い

られている。また，その他の砂礫層や砂質土層，粘性土層は土木研究所が提案している標

準的なもの 15)の剛性低下曲線が用いられている。図 2.2.10 に，本検討で適用した剛性低下

曲線を示す。 

 

図 2.2.10 非線形特性（先行研究 14）より引用) 
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第3章 解析  

3.1. 用いる解法 
本検討は，FEM による等価線形解析 16)で行う。周波数領域の解法を用いた場合には，

応力-ひずみ関係は線形である必要があったのだが，地盤材料は非線形の性質を示すため，

これを線形解析に適用できるように改良されたのが等価線形化法である。等価線形化法は

材料特性の入力データを G/G0-γ関係と h-γ関係をそのまま入力すればよく，解析者の技

術負担が小さいため扱いやすい解法となっている。 

また，本研究で用いる解析ソフトウェアはアーク情報システム社の TDAPⅢである。図

3.1.1 に TDAPⅢのプロジェクト管理画面を示す。解析の流れとしては，①構造入力で解

析モデルのサイズ，物性値などを入力し，②複素応答解析で実際に地震動の入力や振幅レ

ベルの変更などを行い解析する。 

図 3.1.1 TDAPⅢプロジェクト管理画面 
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3.2. 解析モデル 
 本検討で用いる解析モデルを図 3.2.1 に示す。メッシュサイズは縦が 0.5ｍ，横が 1.0ｍ

となっている。解析モデル全体のサイズは幅が 50ｍであり，深さ方向はそれぞれの解析地

点の基盤面までをモデル化する。また，図 3.2.2 に地盤改良を施す位置を示す。改良体はモ

デル中央の地表面に設置し，改良体は住宅の大きさを考え幅が 10ｍ，深さが 1ｍとする。 

２章で定めた基盤面位置は表 3.2.1 であるのだが，モデル化をする際にモデル全体の幅に

対し深さ方向の長さが小さくなると解析を行う際に不都合が生じるため，今回解析に用い

る基盤面位置は表 3.2.2 に変更を行う。 

 

 

 

図 3.2.1 解析モデル 

 

図 3.2.2 改良体位置 

 

表 3.2.1 変更前基盤面位置 

 

 

表 3.2.2 変更前基盤面位置 

 

解析地点 K-NET三沢 八戸工業大学 階上町役場 上北変電所 南八戸変電所 JMAH八戸

基盤面位置 8m 15m 18m 24m 17.5m 11.5m

解析地点 K-NET三沢 八戸工業大学 階上町役場 上北変電所 南八戸変電所 JMAH八戸
基盤面位置 15m 15m 18m 24m 17.5m 15m

50ｍ 
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3.3. 解析条件 
 有限の領域で FEM 解析を行う場合は，適切は境界条件を設定しなければならない。本検

討で用いた境界条件を図 3.3.1 に示す。解析モデル周辺は実際には底面に基盤面が存在し，

側方には無限の範囲で地盤が続いている。その本来の状況を疑似的に再現するためには伝

達境界や粘性境界が必要となる。本検討では底面に鉛直・水平粘性境界を設け，側方にはエ

ネルギー伝達境界を設けて解析を行った。 

 

 

図 3.3.1 境界条件 

 

  

側方：エネルギー伝達境界
底面：鉛直・水平粘性

～ ～
～ ～

～ ～
～ ～

～ ～
～ ～

～ ～
～ ～
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第4章 結果と考察 

4.1. 検討項目 
軟弱地盤を改良した際には表層地盤が硬くなり，改良地盤直下の地盤において剛性低下

が生じ，せん断ひずみが増大すると予想される。また，地盤を改良したことにより，地表面

での加速度が変化することも考えられる。そこで，本章では，せん断ひずみ・水平動加速度・

上下動加速度が入力振幅によってどのように変化するかをまとめ，考察を行う。 

 図 4.1.1 に着目点を示す。せん断ひずみは上記の理由から改良体の中央直下に着目する。

改良による変化を知るために，まず未改良地盤に対して改良体を想定した時と同じ場所の

ひずみを求め，それと改良した場合との違いを検討する。 

 水平動加速度は改良体上面の中央部の値の変化を比較する。改良体は水平動を受けると，

ロッキング振動する。それにともなって生じる上下動について，改良体の端部を取り上げて

検討する。 

図 4.1.1 解析着目点 

 

  

③上下動加速度 ②水平動加速度 

①せん断ひずみ 
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4.2. 未改良地盤最大せん断ひずみ 
 図 4.2.1～4.2.6 に，未改良地盤における最大せん断ひずみの計算結果を解析地点ごとに

示す。最大せん断ひずみは絶対値が最大である数値を用いている。図の横軸は入力振幅

(cm/s)，縦軸は最大せん断ひずみを対数表示で表している。 

等価線形解析は入力振幅が 0.01cm/s から 50.0cm/s の範囲で行ったが，入力振幅が

50.0cm/s 時にはいずれの解析ケースでも物性値が収束せず，解析不可能であった。また，

12.5cm/s 時でも物性値が収束しなかった解析ケースが存在した。そのため，各図では値が

収束した入力振幅までの結果としている。全てのケースで 8.0cm/s までは安定して結果が

得られているので，以下 4.3 節以降では，0.01cm/s から 50.0cm/s まで計算を行ったうちの

8.0cm/s までを考察対象とした。 
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図 4.2.1 未改良地盤最大せん断ひずみ(K-NET 三沢) 

 

 

図 4.2.2 未改良地盤最大せん断ひずみ(八戸工業大学) 
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図 4.2.3 未改良地盤最大せん断ひずみ(階上町役場) 

 

 

図 4.2.4 未改良地盤最大せん断ひずみ(上北変電所) 
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図 4.2.5 未改良地盤最大せん断ひずみ(南八戸変電所) 

 

 

図 4.2.6 未改良地盤最大せん断ひずみ(JMA 八戸) 
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4.3. 改良地盤最大せん断ひずみ 
図 4.3.1～4.3.6 に，改良地盤における最大せん断ひずみの計算結果を解析地点ごとに示

す。最大せん断ひずみは絶対値が最大である数値を用いている。図の横軸は入力振幅

(cm/s)，縦軸は最大せん断ひずみを対数表示で表している。未改良地盤での計算結果と同

様に，地震動 oshika でのせん断ひずみが他の入力地震動よりも大きい値とはなるが，傾

向は未改良地盤と同じ結果となった。 
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図 4.3.1 改良地盤最大せん断ひずみ(K-NET 三沢) 

 

 

図 4.3.2 改良地盤最大せん断ひずみ(八戸工業大学) 
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図 4.3.3 改良地盤最大せん断ひずみ(階上町役場) 

 

 

図 4.3.4 改良地盤最大せん断ひずみ(上北変電所) 

  



31 
 

 

図 4.3.5 改良地盤最大せん断ひずみ(南八戸変電所) 

 

 

図 4.3.6 改良地盤最大せん断ひずみ(JMA 八戸) 

 

 

 



32 
 

4.4. 最大せん断ひずみ変化率 
図 4.4.1～4.4.6 に，地盤を改良した際の最大せん断ひずみ変化率を解析地点ごとに示

す。図の横軸は入力振幅(cm/s)，縦軸は最大せん断ひずみ変化率を表している。地盤を改

良した際に改良地盤直下に生じるせん断ひずみは未改良地盤における値の 1.2 倍～1.3 倍

となる結果が多く見られた。 

MSW，HSKM，KKSB，MHSB では入力振幅レベルが増加するにつれて変化率が一定

値に近づいている。しかし，HIT や JMAH では地震動 oshika による応答が大きく変化し

ており，一定値に収束しない結果となった。 
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図 4.4.1 最大せん断ひずみ変化率(K-NET 三沢) 

 

 
図 4.4.2 最大せん断ひずみ変化率(八戸工業大学) 
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図 4.4.3 最大せん断ひずみ変化率(階上町役場) 

 

 
図 4.4.4 最大せん断ひずみ変化率(上北変電所) 
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図 4.4.5 最大せん断ひずみ変化率(南八戸変電所) 

 

 
図 4.4.6 最大せん断ひずみ変化率(JMA 八戸) 
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4.5. 水平動最大加速度変化率 
図 4.5.1～4.5.6 に，地盤を改良した際の水平動最大加速度の変化率を解析地点ごとに示

す。図の横軸は未改良地盤における水平動最大加速度(gal)，縦軸は改良地盤における水平

動最大加速度(gal)をそれぞれ対数グラフで表している。また，グラフ上に傾きが１の直線

を表示しており，この直線に近いほど変化率が少ないデータということになる。その結

果，いずれの解析地点においても直線上にプロットされているデータが多く，地盤を改良

しても水平動最大加速度に変化が生じないことが判った。 
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図 4.5.1 水平動最大加速度変化率(K-NET 三沢) 

 

 

図 4.5.2 水平動最大加速度変化率(八戸工業大学) 
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図 4.5.3 水平動最大加速度変化率(階上町役場) 

 

 

図 4.5.4 水平動最大加速度変化率(上北変電所) 
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図 4.5.5 水平動最大加速度変化率(南八戸変電所) 

 

 

図 4.5.6 水平動最大加速度変化率(JMA 八戸) 
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4.6. 上下動最大加速度 
図 4.6.1～4.6.6 に，改良体の端部における上下動最大加速度を解析地点ごとに示す。図

の横軸は入力振幅(cm/s)，縦軸は改良体の端部における上下動最大加速度(gal)を対数グラ

フで表している。上下動最大加速度においては最大せん断ひずみと同様の傾向が見られ，

地震動 oshika が他の入力地震動に対して非常に大きい加速度が生じる結果となった。 
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図 4.6.1 上下動最大加速度(K-NET 三沢) 

 

 

図 4.6.2 上下動最大加速度(八戸工業大学) 
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図 4.6.3 上下動最大加速度(階上町役場) 

 

 

図 4.6.4 上下動最大加速度(上北変電所) 
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図 4.6.5 上下動最大加速度(南八戸変電所) 

 

 

図 4.6.6 上下動最大加速度(JMA 八戸) 
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4.7. 上下動/水平動 最大加速度比 
図 4.7.1～4.7.6 に，水平動最大加速度に対する上下動最大加速度の比を解析地点ごとに

示す。図の横軸は入力振幅(cm/s)，縦軸は上下動/水平動の比を%で示している。おおよそ

水平動に対して 1%～2％の上下動が生じており，振幅レベルによらず一定となるケースが

大半を占めていた。しかし，多くの解析地点においても地震動 oshika の解析結果は大き

く傾向が異なり，非常に大きなロッキングが発生する結果となった。地震動 oshika の観

測波形は加速度が大きい割に速度が小さいため，他の入力地震動とは異なる応答を示した

と考えられる。 

このようなロッキング振動を静的に考えれば，建物の応答は水平動のみの場合に比べ大

きくなる。一方で，建物は固有周期を有するためその振動が改良体の振動に影響を及ぼす

可能性も考えられる（構造物と基礎との動的相互作用）。そこで，より現実的に検討する

には住宅の振動応答を考慮した解析が必要となってくる。 
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図 4.7.1 上下動/水平動 最大加速度比(K-NET 三沢) 

 

 
図 4.7.2 上下動/水平動 最大加速度比(八戸工業大学) 
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図 4.7.3 上下動/水平動 最大加速度比(階上町役場) 

 

 
図 4.7.4 上下動/水平動 最大加速度比(上北変電所) 
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図 4.7.5 上下動/水平動 最大加速度比(南八戸変電所) 

 

 
図 4.7.6 上下動/水平動 最大加速度比(JMA 八戸) 
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第5章 まとめ 

 本研究では，軟弱地盤を改良した際にせん断ひずみ，地表の水平動加速度と上下動加速度

がどのように変化するかを検討した。 

 計算の結果，改良体直下のせん断ひずみに関しては，改良することで 1.2～1.3 倍程度大

きくなった。地盤改良することによる地盤の剛性は低下するがそれほど大きな変化ではな

いことが判った。これにともない，水平動加速度に関しては改良前と改良後でほぼ同様の値

を示しており，剛性低下による影響はあまり見られなかった。 

 しかしながら，改良体の端部に上下動加速度が生じることが判った。解析地点、入力振幅

によらず水平動加速度 1～2％程度の上下動加速度が生じており，比較的大きな回転動が発

生する結果となった。 

 今回検討したモデルは住宅を考慮しない改良体のみでの解析であるため，より現実的に

検討するには，今後は住宅の振動応答を考慮した解析が必要となってくる。 
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